
 

○ 特別職の職員等の給与、旅費及び費用弁償に 

関する条例（昭和３１年条例第２７号） （抄） 

 

最終改正 平成18年3月28日 
 
 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０３条第５項、第２０４条第３項及び

第２０７条その他の法令の規定により並びにこれらの法令の規定に基き、この条例を

制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（以下「法」という。）第２０３条第１項の規定に

よる報酬、同条第３項及び第２０７条その他の法令の規定による費用弁償並びに県

の依頼により出頭し、又は旅行した者に対する費用弁償、第２０３条第４項の規定

による期末手当並びに第２０４条第１項に規定する者のうち、特別職の公務員及び

教育長の同項の規定による給料及び旅費並びに同条第２項の規定による手当の額

並びにその支給方法を定めることを目的とする。 

（対象） 

第２条 この条例の規定により報酬の支給を受ける者は、次のとおりとする。 

一 議会の議員並びに法第１８０条の５に掲げる委員会の委員及び委員（常勤の監

査委員を除く。以下「議員等」という。） 

二から四まで （略） 

２ （略） 

３ この条例の規定により給料、手当及び旅費の支給を受ける者（以下「知事等」と

いう。）は、次のとおりとする。 

一 知事並びに副知事及び出納長 

二 常勤の監査委員 

三 地方公営企業の管理者 

四 地方公務員法第３条第３項第４号の特別職である知事の秘書（以下「知事秘書」

という。） 

五 教育長 

（給与の額） 

第３条 給料及び報酬の額は、次の各号に定めるところによる。 

一 知事等及び議員等については、別表第１に掲げる額 

二から四まで （略） 

２ 前項に定めるもののほか、県の一般職の職員（以下次項、次条、第６条から第８

条まで及び別表第２において「職員」という。）の例により、知事等に対しては地

域手当、通勤手当及び期末手当（地方公営企業の管理者及び教育長（以下「企業管

理者等」という。）にあつては、地域手当、通勤手当、管理職員特別勤務手当及び

期末手当）を、議員に対しては期末手当を支給する。 （後略） 

３ 知事等に対して、次項から第８項までの規定によるほか、職員の例により、退職

手当を支給する。 

４ 知事、副知事、出納長及び常勤の監査委員に対する退職手当は、その任期ごとに

支給する。 
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５ 知事等（知事、副知事、出納長、常勤の監査委員及び知事秘書に限る。以下この

項及び次項において同じ。）に対する退職手当の額は、退職の日におけるその者の

給料の月額に知事等としての在職期間の月数を乗じて得た額に、次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

一 知事 １００分の８０ 

二 副知事 １００分の６０ 

三 出納長 １００分の４０ 

四 常勤の監査委員 １００分の２０ 

五 知事秘書 １００分の３０ 

６ 前項に規定する在職期間の月数の計算は、知事等となつた日の属する月から退職

した日の属する月までの月数による。この場合において、知事等が退職した日の属

する月において再び知事等となつたときは、当該退職した日の属する月は、在職期

間の月数に算入しない。 

７から９まで （略） 

（給与の支給方法等） 

第４条から第９条 （略） 

（補則） 

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、特に定めのあるもののほか、知事が

定める。 

附 則 

１から８ （略） 

９ 特別職の職員等の給与、旅費及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例（平

成１７年千葉県条例第１２号）の施行の日に在職する知事等（知事、副知事、出納

長及び知事秘書に限る。以下この項において同じ。）が退職した場合において、知

事等に対して支給する退職手当の額は、第３条第５項の規定にかかわらず、同項の

規定により算出した額から、その額に次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定

める割合を乗じて得た額を減じた額とする。ただし、この項の規定の適用を受けて

退職手当を支給された知事等については、この項の規定は、適用しない。 

一 知事 １００分の５０ 

二 副知事 １００分の４０ 

三 出納長 １００分の３０ 

四 知事秘書 １００分の２０ 

10から14 （略） 

 

別表第１ 

区 分 給料及び報酬の月額 

県 議 会 議   長 １１１万円 

 副 議 長 ９７万円 

 議   員 ８８万円 

（略）   

知   事  １３９万円 

副 知 事  １１１万円 

出 納 長  ９５万円 

（略）    


